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ま　え　が　き

政策評価に対する関心が高まっている。その背景には、限られた財源を有効に活用し、

政策目標を達成していくには、政策のPDCA cycle（plan-do-check-act cycle）の実施は

不可欠であり、その重要な柱の１本が客観的、かつ厳密な政策評価にあるとの認識が広

まったことがある。

こうした社会の流れを受け、政府は1997年に行政改革会議の最終報告において政策評

価の重要性について言及した。そしてそれは2002年４月の「行政機関の行う政策の評価

に関する法律」の施行へとつながり、さらには、各研究分野で開発されてきた専門的な

知識や手法を業務統計に応用することによって、正確かつ客観的な政策評価を実施し、

それを活かして政策効果を向上させていくことはできないかが模索されるようになって

来た。

こうした流れを受け、労働政策研究・研修機構は、業務統計を用いた政策評価の実効

性を確かめ、かつ実施上の課題を洗い出すために、計量的な分析を実験的に実施する研

究プロジェクトを立ち上げ、計量経済学的手法に基づいた官々比較の実施がどこまで可

能であるかを試し、問題整理・課題整理を行うこととした。

この研究課題に取り組むために、労働政策研究・研修機構では、平成17年７月に「ハ

ローワークにおけるマッチング効率性の評価に関する研究会（座長：樋口美雄・慶應義

塾大学商学部教授）」を設置し、平成20年３月までの三年度にわたり、研究を行った。本

資料シリーズは、その成果をとりまとめたものである。

本資料シリーズが、今後の政策評価研究の発展の一助となれば、幸いである。

2008年５月

独立行政法人 労働政策研究・研修機構

理事長　　稲　　上　　　　毅
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